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ニ ックリッシュの 『金儲 け論 か?』 についての一考 察

牧 浦 健
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一

概 要1934年 に,ニ ッ ク リッ シ ュ は小冊 子 「金儲 け 論 か?』(Pro趾lehre?.)を 出 版 した 。 多

くの 人 は,経 営 経 済 学 が 金 儲 け論 で あ る とみ な して い るが,彼 は,こ の 現 状 を 打 破 した か っ

た。 また,彼 が1932年 に主 著 「経 営 経 済 」 を 完 成 させ,1933年 に ナチ スが 政 権 を 採 った 後 で

は,忌 ま わ し い ドイ ッの 過 去 を 思 い起 こ させ る 「国 家 社 会 主 義 」(Nationalsozialismus)と

い う言 葉 や,戦 後 に 問 題 視 され た 「規 範 的 」(normative)と い う言 葉 が,小 冊 子 「金 儲 け

論 か?」 に も見 られ る。

わ れ われ は,1933年 の前 後 で,ニ ック リッシ ュの問題 意 識,特 に,原 理 が 変 更 され た のか にっ

い て,小 冊 子 「金 儲 け論 か?』 と,1938年 の公 開 論 文 「新 しい ドイッ経 済」(Dieneuedeutsche

Wirtschaft)を 用 いて,明 らか に して み た い。 また,両 者 に どの よ うな類 似 性 が あ る のか を 検

討 した 。

キーワー ド ニックリッシュ,規 範的経営学,経 営経済学の原理

原稿受理日2011年9月7日

AbstractH.Nicklischpublishedhisbook"Profitlehre?",inEnglish,"Howtomake

money?"in1934。Manymenviewthatbusinesseconomyresearchesintothewaytomake

moneyButNicklischassertedthattheirsviewarenotright.Heeditedhismainbook,which

hadthetitle"Betriebswirtschaft",inEnglish,"BusinessEconomy"in1932.In1933,Nazis

wasatthehelmofstateaffairs,thenNicklischusedtheword"Nationalsozialismuss",that

givesGermanyhistorybadimages,andterm"normative",thatinvolvesinappropriate

approachsafterthesecondwaLWecanseesuchwordandterminhisbook"Profitlehre?".

Weareinterestingtothedifferenceinhisconceptions,inparticulartheprinciplesbetween

beforeandafter1933,toclearupthisaffairbyusinghisbook``Profitlehre?"andhis

treatise,whichhadthetitle"DieneuedeutscheWirtschaft",inEnglish,"Thenew

Germanyeconomy"in1938.Andwemakeclearwhatsimilaritiestherearebetweentwo

works.
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は じ め に

本稿 は,1934年 に 出版 され た,ニ ック リッシュ著 『金儲 け論か?』(Profitlehre?,Berlin

1934.)に っ いて ほぼ全訳 の形で紹 介 しなが ら,検 討す るもので あ る。 この小冊子 は1933

年12月1口 に行われ た講演 に基づ いて いるが,経 営経済学が金儲 け論 と同一視 されて いる

現状 を打 破 しよ うとす る ものであ る(1)。反 面,主 著 『経営経済』(Betriebswirtschaft)を

完 成 させ,1933年 に ナチスが政権 を採 った後 の著作 に見 られ る,忌 まわ しい ドイツの過去

を思 い起 こさせ る 「国家 社会主義」(Nationalsozialismus)と い う言葉 や,戦 後 に問題 視

され た 「規範的」(normative)と い う言葉 が,小 冊子 『金儲 け論 か?』 に も認 め られ る。

われわれは,主 著 「経営経済」 を完成 させた後,ニ ック リッシュの問題意識が変更 された

のか否かにっいて,1938年 の公開論文 「新 しい ドイツ経済」(DieneuedeutscheWirtschafし

DieBetriebswirtschafし31.Heft12.)を も用 いることによ り,明 らか に してみたい(2)。

私 〈 【筆者補足】 ニ ック リッシュ〉のテーマとす る問題 は,少 し前 に,経 営経済学 と経

済単 科大学(Wirtschafts-Hochschule)に 向 けて行 われた,攻 撃(Angriffe)に 関 係 して

いる。経営経 済学 に対 して,自 由主 義的(liberalistisch)で あ り,後 期資本主義 の申 し子

(KinddesSpatkapitalismus)や そ の他で ある といわれて きた。 これ には,経 営経済 学が

国民 経済 学(Volkswirtschaftslehre)に 吸 収 され,経 済単科 大学 を廃 止す るとい う勧 告

(Empfehlung)が 関 係 して いた(3)。

お そ らく,私 が講演 を始 め る前 に,こ の よ うな事情(Ding)に っ いて若 干の言葉 で説

明す ることは有益で ある(4)。

(1)VglNicklisch,H:Profitlehre?,Berlin1934.Geleitwort

(2)1938年 の 公 開 論 文 「新 しい ドイ ッ経 済 」 は,ベ ル リ ン大 学 週 間(BerlinerHochschulwoche)

で 行 われ た講 演 に 基 づ いて い る が,「 この 講 演 は,か な り強 い ナ チ ス の 支 配 下 で 行 わ れ た もの で

あ る に もか か わ らず,彼 は,旧 来 の 自己 の 理 論 を 改 めて 主 張 して い る。 国 家 社 会 主 義 とい う言 葉

は 出 て くる が,ナ チ ス 理 論 へ の 迎 合 は ほ とん ど な い」(大 橋 昭一 編 著 ・渡 辺 朗 監 訳 「ニ ッ ク

リ ッ シュ の 経 営 学 』 同 文 舘1996年30頁)と み な せ る の に対 して,1934年 に 出版 さ れ た 著 『金

儲 け 論 か?』 は,1933年12月1日 に,ベ ル リ ンで 開 催 さ れ た 満 員 の 国 家 社 会 主 義 講 演 会

(NationalsozialisrischenVortragsgesellschaft)で の 講 演 を 基 礎 に して お り,当 時 の 社 会 ・経 済

状 況 に強 く迎 合 した もの とみ なせ る(Vgl.Nicklisch,H.1934.Geleitwort)。

(3)Vgl。NicklischH。1934.S.7.

(4)VgLNicklischH。1934.S.7.
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す ぐに,こ のような攻撃 は,明 らか に十分 な事実認識 をせず に行われて いるため,脆 弱

で あ るとい う印象が述 べ られ る。 ま た,あ らゆ る状況 下で,国 家 社会主義 は,大 小 の グ

ル ー プ の 政 策,こ れ ら グ ル ー プ の 心 を 動 か して い る,グ ル ー プ の エ ゴ イ ズ ム

(Gruppenegoismus)か ら,全 体 の危機(Gefahrdung)が 生 じな い よ うに,配 慮 して い

る。 しか し,こ のような危機 は,国 家社会主義が破壊 され るな らば,生 ず るで あろう。結

果 は粉 々な分裂(Scherbe)に な るであろ う(5>{6)。

事 実 と して,経 営経済学 のか な りの部分 は全 く自由主義的で はあ りえ ない し,ま た,こ

のため,自 由主義的 にはな りえ なか ったといえ る。 これ は,経 営経済上 の知識が,経 営 の

価値循環 の経過を マス ターす る能力 を人間 に与 え る,方 策(Verfahren)に つ いての知識

で あ る限 り,妥 当 す る。 相 互 の経 営 の関 連(Zusammenhang)に よ り,自 然 に(von

selbst),こ の よ う な 方 策 と方 法(Methode)に は,結 合 さ れ た 経 営(verbundener

Betrieb)と,最 終 的 には,国 民全 体 の経済 に適用 され る傾向が あ る。 この ため,経 営経

済学 の この よ うな部分 には,本 来(vonNaturaus),個 人(Einzeln)に 向 け られた解釈

(Gesinnung)が この よ うな全体 に向 けられ た方針(Richtung)を 途 中で妨害 しなければ,

全 体 に向 け られ た方針 が内在 して いる。 しか し,こ れが妥 当 して も(lstdasderFall),

弊 害(Hindernis)が 他 の源泉か ら生ず る(7>(8)。

手 続 き論(Verfahrenslehre)で は な くて,解 釈論(Gesinnubgslehre)で あ る,経 営経

済学 の部 分 は,(こ れ は規範的(normative)と 呼 ばれ るが),20年 間 にわた り,… … この

ような〈 【筆者補足】全体 に向 け られ た〉方針で展開 されて きた。 この方針 には,被 雇用

者 と雇 用者 の間で の経営 共同体(Betriebsgemeinschaft)の 要 求(Forderung)が 見 られ

(5)Vgl.Nicklisch,H.1934.S.7.

(6)原 文 で は,「 ま た,国 家 社 会 主 義 の 公 開 さ れ た研 究(Arbeit)に 対 す る私 の 信 頼 は,あ らゆ る

状 況 下 で,最 近 決 定 され た国 家 社 会 主 義 の 諸 力 が,大 小 の グル ー プの 政 策,こ れ ら グル ープ の 心

を 動 か して い る,グ ル ー プ の エ ゴ イ ズ ム(Gruppenegoismus)か ら,全 体 の 危 機(Gefahrdung)

が 生 じな い よ うに,配 慮 で き る と私 が 確 信 で き る程,非 常 に 強 い 。 しか し,こ の よ うな 危 機 は,

国 家 社 会 主 義 の展 開 の促 進 の た め に言 及 した過 程(Vorgang)に よ り,重 要 で,か っ,必 要 な 制

度(Einrichtung)と 研 究 グ ル ー プ(Arbeitsgruppe)が 破 壊 さ れ る な ら ば,発 生 す るで あ ろ う。

結 果 は粉 々 な分 裂(Scherbe)に な るだ ろ う。 不 必 要 な粉 々 の分 裂 を 生 じさせ な い こ とが,指 導

者(FUhrer)の 課 題(Befehl)に な るで あ ろ う」(Nicklisch,H.1934。S.7。)と 記 載 され て い る。

(7)Vgl。NicklischH。1934.S.7.

(8)こ の 点,ニ ック リッ シ ュの 経 営 経 済 学 で は,価 値 創 造 経 営 で あ る派 生 的 な 「企 業 」 と本 源 的 な

経 営 で あ る 「家 政 」 の 間 で,価 値 循 環,具 体 的 に は,た とえ ば,労 働 力 と賃 金,商 品 と代 金,投

融 資 に よ る資 金 と利 子 ・返 済 金 と配 当 金 の 交 換 が 行 わ れ て い る。 また,彼 は,経 済 を 欲 求 充 足 経

済 とみ な す ため,派 生 的 な 「企 業 」 は,本 源 的 な 経 営 で あ る 「家 政 」 に奉 仕 す る もの で な けれ ば

な らな い。 この ため,全 く自由 な経 営 活 動 は認 め られ ず,た とえ ば,環 境 保 全 や 過 剰 生 産 の 問 題

で は,一 定 の 規 制 に 従 うべ き も の と み な さ れ る た め,企 業 は拘 束 さ れ た経 営(verbundener

Betrieb)と して捉 え られ る(Vgl。NicklischH.:DieneuedeutscheWirtschaft,31.Heft12.1938.

S.267.左;参 照 。 奥 田治 人 訳 「新 しい ドイ ツ経 済 」{大 橋 昭 一 編 著 ・渡 辺 朗 監 訳 「ニ ッ ク リ ッ

シ ュの 経 営 学 』 同 文 舘}1996年129頁)。
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る。 この共 同体 の最 も重要 な肢 体(Glied)は,経 営の資産 と給 付 に対 す る主要 な責 任者

で あ る,企 業 家(Unternehmer)で あ る。今 日,有 力 な専 門用語 で は,企 業 家 は経済 で

の 管 財 人 の 職 能(Treuhanderfunktion)を 有 す る。 労 働 は,規 範 的 経 営 経 済 学

(normativeBetriebswirtschaftslehre)か ら見 れば,決 して商 品 とはみな され ない。 この

ため,労 働 は,商 品市場で はな くて,労 働市場で 〈 【筆者補足】取 り引 きされ る〉。経営

共 同体 の設 立,あ るいは,諸 力 の補足 のための補 助手段 は,常 に,労 働 であ った。 また,

規 範 的 経 営 経 済 学 で は,個 々 の 経 営 の 共 同 体 よ り も,経 済 全 体 と国 民 共 同 体

(Volksgemeinschaft)を,ま た,個 々の経営 の効用(Nutzen)よ り も全 体 の効 用 を優 先

す る,教 育論(Erziehungslehre)が 見 られ る。 このた め,当 然 の結果 と して,規 範 的経

営経済 学 は,常 に,営 利経済(Erwerbswirtschaft)が,経 済 の自立 した,か っ,独 立 し

た もの で あ る とい う要 求 をで き な い こ とか ら,む しろ,欲 求 充 足 経 済 の 分 業 形 式

(arbeitsteiligeFormderBedarfsdeckungswirtschaft)以 外 の何物 で もなか った ことか ら,

始 め られ る。 規範 的経 営経 済学 は,こ の欲 求充 足経 済 に と り,要 求す る人 間 が出発 点

(Ausgang)で,か つ,最 終 目的(Ende)で あ ることと,欲 求す る人 間が欲求充 足経済 に

っ い て の 支 配 権 を 有 す る べ き もの で あ り,こ の よ う な 匿 名 の 金 権 者(anonymen

Geldmacht)は 放 任 されえ ない ことを説 く(9)。ま た,規 範的経営経 済学 は,収 益性 の観点

(Rentabilitatsstandpunkt)を,長 期 にわ た り経 済性(Wirtschaftlichkeit)の 要 求 の支 配

下 に置 いて きた。公式 は次 のよ うで ある。す なわ ち,収 益性 は経済性 の基 礎(Grund)か

ら生 ず るべ きで あ る。 この ような規範 的経営経済学 の判断(Ausdeutung)で は,経 済性

の問題 は,そ れ 自体 と しては,全 体 経済 に根拠 があ ることを忘 れるべ きで はな い(1①(1D。ま

た,規 範 的経営 経済学 で は,利 益 を生 じさせ る,創 造す るモ ノ(Sch6pferische)は,企

(9)ニ ック リ ッ シ ュ は,こ の金 権 者 に っ い て,1938年 の 公 開論 文 「新 しい ドイ ッ経 済 」 で は,「 こ

の よ うな 金 権 者 は,自 らの 資 金 に よ り国 家(Staat)を 支 配 下 に 置 き(unterwarfen),ま た,国

家 に よ る戦 争 を もた ら した」(Nicklisch,H.1938.s,266,右;参 照。 奥 田 治 人訳1996.128頁)と み

なす 。

(1①VgLNicklisch,H.1934.S.7-8.

(1D経 営 経 済 学 で 重 要 な概 念 で あ る,経 済 性(Wirtschaftlichkeit)に っ い て,ニ ック リ ッ シ ュ は,

著 書 『経 済 的経 営 』 に お いて,「 労 働 の経 済 性 につ いて は,企 業 家 の 収 益 性 の数 値 で も,企 業 の

収 益 性 の 数 値 で も,ほ ぼ 確 実 な こ と は叙 述 で きな い。 ま た,こ れ ら数 値 の 基 礎 にあ る,利 益 で も

全 くで き な い。 これ ら は異 な る根 拠 か ら生 ず る た め,比 較 不 可 能 な 数 値 が 問 題 に な る。 っ ま り,

経 済 性 は労 働 過 程 か ら,利 益 は労 働 の 成 果 の 分 配 の 過 程 か ら生 ず る。 そ の 上,利 益 額 か ら労 働 の

経 済 性 の程 度 が 推 論 され る こ と を,労 働 の 成 果 に対 す る市 場 価格 の 変 動 は阻 害 す る。 この た め,

損 益 計 算 と は異 な り,経 済 性 の 展 開 は,特 別 に考 察 され,確 定 され な けれ ば な らな い 。 事 業 統 計

と事 業 コ ン トロ ール,っ ま り,数 量 に よ る経 営 内 で の 給 付 の 統 計 上 で の 把 握 と,製 造 され る財 で

の 変 化 す る品 質 の 程 度 の記 録,個 々 の 給 付 の原 価 額(Kostenbetrag)の 集 計 な ど が これ に っ い

て は多 くの 支 援 手 段 を 提 供 す る」(Nicklisch,H.:WirtschaftlicheBetriebslehre,6.Au且,

Stuttgart1923.S.2.;参 照 。 大 橋 昭 一 著 『ドイ ッ経 営 共 同 体 論 史 」 中 央 経 済 社1966年222頁;

市 原 季 一 著 『ニ ック リ ッシ ュ』 同 文 舘1982年80頁)と 述 べ る。

一160(340)一



ニ ック リッ シ ュの 「金 儲 け論 か?』 につ いて の 一 考 察(牧 浦)

業家 と彼 の協働 者(Mitarbeiter)の あ らゆる労 働で あ るた め,利 益 と資本 提供者 の利 益

参加 権(Gewinnanteilsrecht)の 等 置 は拒 否 され るべ き関係 で あ る ことが 明 らか に され

る(12㈹ 。

経営経済学 の この ような部分 は,ほ ぼ1,000頁 と みなせる,著 作 で既 に展開 され て きた。

ま た,こ れ は,「 経 営 経 済 辞 典 』(Handw6rterbuchderBetriebswirtschaft)の 第5版 に

も見 られ,こ の辞典 か ら,こ こで,営 利 経済(Erwerbswirtschaft)と 欲 求充足経済(Be一

darfsdechungswirtschaft)に っ い て 語 られ るもの と,解 説 され る(ausfUhren)他 の もの か ら,

直接,推 定 できる。 この方針 での科学 的な成果 の特質(Quantitatderwissenschaftlichen

Leistung)に っいての指摘が,規 範的経営経済学 の展開を公然 と無視 してきた惰眠

(Schlaf)が,ど れ程 強固な状況であ ったかを認識す るために,こ こで は簡単 に行われ るω。

ただ国民経済学の立場が到達 したものは,こ の国民経済学では,経 営経済学に固有であ

る,経 営 の活動(LebenderBetriebe)か らの,全 体 に対 す る観 察 と,経 営経済的 な方策

論 のための,活 動の余地(Raum)は 全 くないと主張 す るに違 いない。 このため,国 民経

済学 は,新 しい国家(Staat)で ま さによ り多 く利用 され ると して も,み じめに活力 を失

うに違いない。そこで,経 営経済学は,国 民経済学に吸収されないし,い っか国民経済学

と重なりあうこともない。両者は相互に対立する立場から始められているため,あ るものが

他のものにはなれない〈 【筆者補足】互いに代替できない〉。すなわち,国 民経済学は全

体か ら個体を,他 の経営経済学は個体から全体をめざす。ここから,す べてはそれぞれの

(12Vgl.NicklischH.1934.S.8.

㈲ ニ ック リ ッ シ ュ は,1938年 の 公 開 論 文 「新 しい ドイ ッ経 済 」 で は,「 利 益 と資 本 の 間 で の 関 係

に対 す る固 執 で は,給 付 収 益 性 や 労 働 収 益 性 の 代 わ り に,資 本 収 益 性 で の 考 え が 支 配 す る所 で あ

らわ れ る よ う に,自 由主 義 的 な 傾 向 を 克 服 し,所 得 の 側 に従 い,労 働 で はな くて,資 本 に,企 業

の 成 果 を 還 元 す る か,あ る い は,少 な く と も 関 係 付 け る,大 き な 内 部 で の 不 器 用 さ

(Schwerfalligkeit)が 現 れ て い る。 多 くの人 の観 念 で は,労 働 の 重 要 性 は,労 働 を経 済 の 本 質 的

な内 容,資 産 を そ の た め の 装 置(AusrUstung)と して み な す よ う な,労 働 と資 産 の 統 一 性 を ま

だ 生 じさせ て はお らな い」(NicklischH,1938,s.271.右s.272.左;参 照 。 奥 田治 人 訳1996.

140-141頁)と 主 張 した。 な お,こ の よ うな 見 解 の 背 後 に は,『 経 済 的 経 営 」 に お い て,自 己 資 本

の コ ス ト,資 本 危 険 の 保 証 の た め の プ レ ミア ム と企 業 家 賃 金 を 除 い た,「 狭 義 の利 益 は,企 業 の

保 全(Sicherung)の た め に,一 部 分 は留 保 され,他 の 部 分 は,利 益 参 加(Gewinnbeteiligung)

と して,企 業 家 の み で は な くて,む しろ また,協 働 者 に支 払 わ れ るべ きで あ る。 従 って,利 益 参

加 の 制 度 は企 業 家 の 間 で,益 々,多 くの 賛 同 者 を 獲 得 して い る」(Nicklisch,H.1923.s.2。;参

照 。 岡 本 人 志 著 『経 営 経 済 学 の形 成 」 森 山 書 店1977年208頁)と い う考 え が 存 在 した。 また,

リタ ー ンは,リ ス クの 負 担 に応 じて,分 配 され る とわ れ わ れ はみ な す た め,有 限 責 任 しか 負 担 せ

ず,か っ,資 本 の 回 収 の 可 能 性 を保 証 され て い る,上 場 会 社 の 無 機 能 株 主 は,無 限 責 任 を 負 担 す

る人 的 会 社 の 経 営 者 や,特 定 の 組 織 内 で の み 利 用 で き る知 的 資 本 を 多 く有 し,転 職 の 可 能 性 が 限

られ て い る従 業 員,い わ ゆ る,「 組 織 特 殊 的 な 人 的 資 源 」 とは,リ ス クの 負 担 に格 差 が認 め られ

るた め,利 益 参 加 権 にお いて,格 差 が 存 在 す る とわ れ わ れ は考 え る。 この 点,ニ ッ ク リッ シ ュの

主 張 は,ア メ リカ の 「株 主 主 権 論 」 よ り も,わ が 国 の 「人 本 主 義 」 に 近 い もの とみ な せ る(参

照 。 伊 丹 敬 之 著 「人 本 主 義 』 筑 摩 書 房1987年;岩 井 克 人 著(2009)「 会社 は これ か らど うな る

の か 」 平 凡 社2009年)。

(1のVgLNicklisch,H.1934.S.8.
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相 違(Unterschied)を,ま た,差 異(Verschiedenheit)は そ れ ぞ れ の 仕 組 み

(Apparatur)を 明 らかにす る。 もちろん,こ れ ら経済学 は,両 者 とも(allebeide),自 己 の

効用(Eigennutz)よ り も,共 通 の効用(Gemeinnutz)を 優 先 すべ きである。 しか し,こ

の ような一致 は,開 始点 の対立(Gegensatzlichkeit)に よ る着想 の豊 かさ(Fruchtbarkeit)

を全 くな くさな いでは済 ませ られ ない し,教 育(Ausbildung)に お いて,こ れ らが優 先

す る,両 者 の異 な る使命の方針(Berufsrichtung)で の 課題を完全 に同一 にす る必 要 もな

い。 また,あ らゆ る種類 の経済 が経 営か ら構成 され,国 民経済学者(Volkswirt)は 経 営

経済学者(Betriebswirt)の 課 題 を解 決で きないため,将 来で も,経 営経済学者 は存在す

るに違 いない。む しろ,経 営経済学者が国民経済 の課題 に移行す ることが可能か も しれ な

い(1励(1⑤。

しか し,そ れ に もかかわ らず,あ ることは,自 明で あ り,わ れわれ総て には常 に当然で

ある。す なわ ち,経 営経済学 と国民経済学が同一で はあ りえ ないと して も,両 者 は一諸 に

包括的 な統一体 を構成す る。 これ ら経営経済学 と国民経済学 は,相 互 に依存 して いる,全

体経済 につ いて の科学(WissenschaftvonderGesamtwirtschaft)の こ のような統一体 の

肢体で ある。同 じことは,こ のような統一体 と関係 して いる,っ まり,経 営経済学者 と国

民経済学者 の,使 命の方針(Berufsrichtung)に っ いて もいえ る。彼 らは,た とい,異 な

ると して も,よ り大 きな統一体 を形成 し,こ のよ り大 きな統一体 では補完す る。 しか し,

彼 らは,国 民全体 で解 決 され るべ き,課 題 に対 して良 く十 分 に教育 され(erziehen),訓

練 され て いる(ausbilden)と き で も,決 して 同一 で はない。 私 は,強 調 して,た とい,

人 類(Menschen)に 所 属 し,か っ,所 属 させ られて きた として も,常 に,人 類 での普遍

性(Universell)を 強 調 し,常 に,完 全 な人間 のための教育 を促進 す ることが可能 で ある

と主張す る(1鵬。

既 に述 べた ことか ら,経 営経済学 と経済単科 大学(Wirtschafts-Hochschul)は 言 及 した

(1励Vgl.Nicklisch,H.1934.S.8.

(1⑤ た と え ば,最 近 で は,完 全 資 本 市 場 を前 提 に した,「 資 本 コ ス ト理 論 」 や 「配 当 無 関 連 命 題 」

な どが,経 営 学 の 分 野 で 主 張 され て い るが,個 別 経 済 間 に存 在 す る相 違 を 軽 視 した この よ う な主

張 は,現 実 に,個 別 経 済 間 に相 違 が 存 在 す る以 上,社 会 ・経 済 現 象 を 解 明 す る上 で は,限 界 が 存

在 す る もの とわ れ わ れ は考 え る。

(1のVgLNicklisch,H.1934.S.8.

(18ニ ック リ ッ シ ュ は,続 けて,当 時 の情 勢 か ら,「 ま さ に,共 通 した ドイ ッ人 の教 育 と,国 家 社

会 主 義 国 の た め の 教 育 で は,新 しい 国 で の 使 命 の た め の教 育 を制 定 す る こ と は絶 対 必 要 で あ る。

わ れ わ れ は この よ う な使 命 に関 す る教 育 を 免 れ な い」(Nicklisch,H.1934.s.8.)と 主 張 した 。 こ

の 点,わ れ わ れ に は,21世 紀 の 日本 の 社 会 ・経 済 が 分 業 型 の 社 会 ・経 済 シ ス テ ムで 運 営 され て い

る とみ な し,こ の 社 会 ・経 済 シ ス テ ム にお いて 採 用 され て い る諸 制 度,た とえ ば,財 政 制 度,租

税 制 度,年 金 制 度,保 険 ・金 融 制 度,所 有 権 制 度 な どを 初 め と して,サ ー ビス産 業 化,少 子 高 齢

化(年 金 ・介 護 問 題),グ ロ ーバ ル化,金 融 革 命,IT革 命,エ ネ ル ギ ー革 命,環 境 保 全,食 料 問

題 な ど に関 す る教 育 が 必 要 で あ る。
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ニ ック リッ シ ュの 「金 儲 け論 か?』 につ いて の 一 考 察(牧 浦)

攻撃 にっ いて は全 く恐 れ る必要 がな い ことは,自 明 であ る。経営経 済学 と経済単科大 学

は,新 しい国で,安 心で き(ZuHause),安 らぎを感 じられ る(1窃。

しか し,注 意深 くしな くて も良 い,そ して,経 営経済学 と経済単科大学が新 しい国で 占

める,地 位 を,新 しい国 のために防御す るために,全 力で,完 全 な鋭 さで,攻 撃者 を攻撃

す る,準 備 を常 に しな くて も良 いとい うのは,誤 りで ある。 それは,義 務 の放棄で あ り,

指 導者(FOhler)に 対 して他 の行動 をす ることを考えてお らない2①。

この よ うな 立 場 は,私 に,経 営 経 済 学 に 反 対 して設 定 され,か っ,主 要 な 告 白

(Hauptanschuldigung)を 含 ん で い る,主 張 を選 び 出 し,あ な た 方 の 前 で 披 露 す る

(behandeln)気 持 に させ る。それ らは,経 営経済学 は金儲 け論(Profitlehre)で あ ると主

張す る。 そうで あるのか。 これが,以 下で取 り扱 う,問 題で ある⑳⑳。

表面上で の考察 は,既 に,こ のような問題 に対す る回答が 「利益」 と 「企業家」 の概念

か ら始 めるべ きで あることを示 して いる。われわれ は,利 益 と同様 に,企 業家 を,わ れわ

れ の討議 の対象 にすべ きで ある⑫鋤。

ll

とりあえず,利 益 か ら始め る。 どの ような数値(Gr6Be)が この言葉 によ り考え られるの

か。利益 は,今 まで,計 算 制度 の専 門用語 で さまざまな様式 で説 明 されて きた。 すな わ

ち,期 末 資 本(Endkapital)期 首 資本(Aufangskapital),収 入(Einnahmen)一 支 出

(Ausgabe),売 上 高(Erl6s)一 必 要経費(Aufwand)で 語 られる。 このよ うな差額 に関連

した数値が総額 で同一 の経営 と同一期間 に調整 されるとき,さ らに,経 営 に関係 ない もの

と,期 間に属 さない ものがすべて除外 され,最 終的 に,価 値評価(Wertansatz)が 同 様 に

取 り扱 われ るとき,常 に,同 一額が生ず る。 「利益」 とい う数値 を獲得す るために,指 摘 さ

れ た差額 の内,い ず れか ら始 めるのか を,個 々の聴衆(Zuh6rer)は 選 択 で きる。 しか し,

(19VgLNicklisch,H.1934.S.8.

②①Vgl。Nicklisch,H。1934.S.8.

⑳VgLNicklisch,H.1934.S.8-9.

⑳ 経 営 学 が対 象 とす る派 生 的 経 営,っ ま り,企 業 で 採 用 さ れ て い る,株 式 会 社 制 度,重 役 制 度,

生 産 管 理 制 度,労 務 管 理 制 度,決 算 制 度,成 果 分 配 制 度 な ど にっ いて,基 本 的 な 知 識(こ の よ う

な諸 制 度 を 理 解 す る ため に必 要 な基 礎 知 識)を 修 得 しな けれ ば,企 業 は安 定 した 長 期 的 な 運 用 を

で き な い。 その 際,各 制 度 に は,た とえ ば,証 券 や 商 品 の 取 引 所 制 度 にお いて 取 引 ル ール と違 反

行 為 に対 す る罰 則 が あ る よ う に,各 制 度 の 基 本 ル ール と違 反 行 為 に対 す る罰 則 にっ い て 教 育 す る

必 要 が あ る こ と を わ れ わ れ は理 解 して い る。 な お,企 業 シス テ ム に っ い て教 育 す る こ と に は,

「金 儲 け論 」 を 強 要 す る と して,日 本 で は,軽 視 され て きた 経 緯 が 存 在 す る とわ れ わ れ は考 え る。

㈱VgLNicklisch,H.1934.S.9.
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わ れ わ れ は,後 で,出 費(Aufwendung)と 売 上 高 で 考 え る と き,経 営 活 動

(Betriebsleben)に 特 に相応 しい(nahestehen)こ とを確認 する2棚 。

事 業活動(geschaftlichesLeben)は,利 益 で は,常 に,規 則(Rege1),す な わ ち,「 多

い程,よ り良 い(Jemehr,destobesser)」 に従 って行 動 しよ うと努 め られ る。 この規則

が,実 務だ けで な くて,む しろまた,経 営経済学で現れ るとき,そ して,経 営経済学が こ

のよ うに行動 す るよ うに教育 す る とき,金 儲 け経済(Profitwirtschaft)と い う非難 は正

当化 され るだ ろう。 しか し,そ うであ るのか。 よ り詳細 に検討 され るべ きで あ る。 そ の

際,ま ず は,規 範 的経営経 済学 によ り明確 に され,定 義 され てい る,広 義 の組織 の法則

(groBesOrganisationsgesetz)の1つ で ある,維 持 の法則(GesetzderErhaltung)か ら

始 めるべ きで ある。 その後,利 益が まさに生ず る,経 営 の内部活動か らの開始が採用 され

るべ きで ある⑫⑤。

と りあえず,前 者 を考え ると,維 持 の法則 はさまざまに定義で きる。一定 の手段で,最

高 の結果(H6chstmaBvonWirkung)が 獲 得 され ることを問題 にす るのか。 あ るいは,

最 高 の結 果(H6chstmaBvonWirkung)の た めに,で きる限 り少 ない手段 を使用 す るの

か。前者 のケー スで は,も ちろん,与 え られた ものか ら,そ れ に含 まれてい る ものよ り,

よ り大 きな結果 は引 き出 されえな い。第二 のケース は,同 一 の ことにな る。 とい うのは,

で きる限 り少 ない手段が投入 され るべ きときには,結 果 に関連 して その中 に含 まれて いる

すべて の ものが,そ の使用で,引 き出され るときにのみ,こ のような目標 は達成 され るか

らで あ る。 しか し,こ こで もま た,よ り多 くは達 成 され な い。 これ に よ れ ば,最 高

(H6chstmaB)は,手 段 に含 ま れ て い る,結 果 に関 連 した100%(die100Prozentan

Wirkung)で あ る。実務 では,こ の最高度 は常 に達成 され うるので はない。妥当すべ き規

②のVgl.NicklischH.1934.S.9.

㊧ 最 近,「 利 益 」 概 念 で は,た とえ ば,国 際 会 計 で は,「 包 括 利 益 」 が 採 用 され,わ が 国 で は,

「経 常 利 益(ケ イ ッ ネ)」 が 重 視 され て き た こ とが 問 題 視 され て い る。 しか し,こ れ は決 算 書 類 で

表 示 され る 「利 益 」 概 念 の 選 択 の 問 題 で あ る。 わ が 国 で は,海 外 進 出 し た企 業 が,国 際 会 計 基 準

とわ が 国 の 企 業 会 計 基 準 に基 づ いて,二 様 式 の 決 算 書 類 を 開 示 して い る。 わ れ わ れ が 問 題 にす べ

き は,各 企 業 に と り経 営 の指 針 に な り う る 「利 益 」 概 念 を 選 択 して い るか 否 か で あ る。 た とえ

ば,売 掛 債 権 の 増 加 に よ り,利 益 が 増 大 して も,債 権 を 回 収 で きな けれ ば,支 払 能 力 は増 加 しな

いた め,販 売 収 入 一費 用 支 出 で 評 価 され る,「 実 現 利 益 」 を 採 用 す る こ と も一 案 で あ る。 この 点,

ニ ック リ ッ シ ュ は,1938年 の 公 開 論 文 「新 しい ドイ ッ経 済 」 で は,「 計 算 制 度 で作 成 され る,す

べ て の価 値 の 内,こ の 数 値 〈 【筆 者 補 足 】 経 営 成 果(Betriebsertrag)〉 の 意 義 は ほ とん ど上 回

られ る こ と は な い 。 だ が,ル カ ・パ チ ョー リ(Pacciolis,L.)の 時 代 と同 様 に,経 営 成 果 で はな

くて,利 益 が,ま だ 常 に算 定 され て い る。 そ して,資 本 に対 す る利 益 の 関 係 は,経 済 で は,た い

て い,当 時 と同 様 にみ な され て い る」(Nicklisch,H.1938.s.271.右;参 照 。 奥 田 治 人訳1996.140

頁)と 述 べ る。 こ こに は,「 経 営 経 済 学 者 の 価 値 循 環 の研 究 に よ り,利 益 が,対 価 と して 誰 か の

給 付 と正 確 に関 連 付 け られ な けれ ば,分 か らな い,数 値 で あ る こ とが 明 らか にな った 。 い ず れ に

せ よ,利 益 は 企 業 家 の み の 結 果 で は な い 。 ま た,利 益 は,協 働 者 の 給 付 と因 果 関 係 が あ る 」

(Nicklisch,H1938.s.271.左;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.139頁)と い う認 識 が 存 在 す る。

②⑤VgLNicklischH。1934.S.9.
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則 は,最 善 で100%で あ る。 これが技術上 での理 由や他 の理 由か ら達成 されえない,ケ ー

スでは,こ の100%に で きる限 り近づ くことが重要 であ る。 このよ うな関係(Verhaltnis)

は数 量 の領域 で は全 く明 らかであ る。 た とえ ば,100%は,一 定 の材 料 の量 が,残 らず,

完 成品 に移転 され るとき,達 成 され る⑫竹㈱。

しか し,価 値 の領域で は,維 持 の法則 は妥当 しないように思われ る。 というのは,利 益

には,ビ ジネスマ ン(Geschaftsleute)の 性 向(Neigung),つ ま り,「 多い程,よ り良 い」

が存在 す る。100%の 上 限が ここで はさ しあ た りは疑わ しい よ うに思われ る。 この ため,

再 び研 究(Untersuchung)が 必 要 であ る。 この研究 は,最 善 で,利 益 が売 上高 と必要 経

費(Aufwand)の 差 額 と解 され る ことと関係 して いる。利 益が正 し く算定 され るべ きと

き に は,実 際 の 売 上 高(richtigerErl6s)に 対 比 さ れ る べ き,必 要 経 費 は 完 全

(vollstandig)で あ るべ きで あ る。 しか し,こ れ は,実 務 で は,決 して妥 当 しない。 そ こ

で は,通 常,費 消 された企業家給付 の価値 は含 め られ ない(einsetzen)。 た だ,取 締役 と

監査役 に予 め決 め られた保証(VergUtung)が 支 払 われ る,企 業形 態 においてのみ,こ の

よ う な事情(Ding)は 幾 分 異 な って い る。 また,通 常,自 己資 本 の 費消 さ れ た使 用

(Nutzung)が 必 要経費 として は算定 されな い。 しか も,更 に,全 体 と して算定 された必

要経 費 は,最 終 的な価 値(endgUltigerWert)と して は,計 算 に含 め られ ない。 た とえ

ば,経 営 共同体 の協働者 が関与 す る,給 付 は,支 払 われた賃金 と俸 給 の金 額で評価 され

る。 しか し,こ れが妥当で あるのか は疑問で ある。 また,原 材料 と補助材料 に対す る価値

評価 は,ま さに初 めて経済 の最終 的な採択(Abstimmung)が 行 われ る,家 政 まで,創 造

された価値(erzeugterWert)が 流 通すべ き,市 場 によ る確 証(Bestatigung)が 更 に必

要で ある⑳。

更 に,売 上高で は,そ の金額が まだ未確定で あると主張 され うることが付 け加わ る。 た

とい,販 売が締結 され,売 上高が現金化 されて も,1っ,あ るいは,複 数 の市場段階 に区

分 され るとわれわ れが説明す る経営 の内,最 終 的な採択 の現場(Front),つ ま り,家 政

か ら,遡 及効果(RUckwirkung)が 生 じうるため,売 上 高が どれ程 の大 きさで あるのか

は,未 確定で ある。創造 され た価値が実際 にはない,こ のため,販 売が困難 になることは

あ りうる。 これは,販 売 に対す るよ り高額 の支 出(Ausgabe)を 暗 示す るが,わ れわれ の

⑳Vgl。NicklischH。1934.S.9.

⑳ ニ ッ ク リ ッシ ュ に よ る,「 実 務 で は,100%は,一 定 の 材 料 の 量 が,残 らず,完 成 品 に移 転 され

る と き,達 成 され るが,技 術 上 で の理 由 や 他 の 理 由か ら,こ の100%の 基 準 は常 に達 成 さ れ う る

の で は な い。 成 立 す べ き規 則 は,最 善 で100%で あ る」 と い う この 説 明 は,た と え ば,金 鉱 石 か

ら,金 を 完 全 に抽 出 す る ケ ー ス に妥 当 す る。

⑳Vgl。NicklischH。1934.S.9.10.
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経営 の以前 の売上高 の修正 とみ なされ るべ きもので ある鰹D。

今 まで の研究 による結論 は次 のようで ある。す なわ ち,

1.わ れ わ れ が,企 業 家 給 付 と 自 己 資 本 の利 用 の 価 値 を 正 確 に 知 り,必 要 経 費

(Aufwand)で 考 慮すれ ば,全 く利益 は生 じない。異 な る場合 に,利 益 は,主 に,企 業家

の給付 と彼 らの資本 の利用 に対す る対価 と して生ず る。 というのは,両 者が必要経費 の計

算(Aufwandsrechnung)に お いて考慮 され ないか らで ある。

2.関 係 を全 く正 確 に保 と うとする者 は,ま た,そ の他 の,計 算 され る,必 要経 費の勘

定科 目 と,暫 定 的な価値 評価(vorlaufigerWertansatz)の 代 わ りに,売 上 高 にお いて,

最 終的 な価値評価(entgaltigerWertansatze)を 設 定で きる。 これ により,必 要経費 の計

算が不十分で あるのか,そ の価値評価が,家 政 の現場 によ り受諾 され,最 終的 とみ なされ

る ものを下回 るときにのみ,利 益が生ず ることが明 らか にされ る。 このような最終的 な価

値 は,も ちろん,必 要経費が計算 され る時点で は,ま だ知 られて いないG鵬 。

それに も係 わ らす,価 値(Wert)の 領 域 での維持 の法則 では,数 量(Menge)の 領 域

と 全 く異 な ら な い こ と は 明 ら か で あ る。 経 済 の 状 況 で は,一 最 終 的 な 採 択

(Abstimmung)の 現 場,っ ま り,家 政 まで 出費(Aufwendung)に 対 す る対価 が,企

業 家給 付 と彼 らの資 本 の利 用 を含 め れ ば,結 果 に関連 した100%(die100Prozentan

Wirkung)が 示 唆す る ものを,こ れ は可能 で あるが,根 拠 付 けて いる。結 果 につ いては,

結 果 が 完 全 に 達 成 で き な い と き に は,で き る 限 り少 な く喪 失 す べ き で あ る

(verlorengehen)。 よ り多 くの売上高,自 らの出費(Aufwendung)に 対 す る対 価 のよ り

多 くの請求が,経 済で の他 のグループ,そ して,最 終的 には,経 済全体 に損害 を与え ると

ころでは,100%の 限 界 が存在す る。 このよ うな損害 は,ま た,わ れわれが説 明す る,経

営 に環流 し,100%の 限 界を上回 った ことを,経 営 に示す,調 整(Berichtigung)に,計 算

作業(Rechenwerk)で は,な る。 自 らの効用(Eigennutz)が 共 通 の効用(Gemeinnutz)

を侵 害 する。100%の 限 界 は,全 体 の効用 か ら,設 定 され,反 作 用 は,こ のよ うなや り方

㊤①VgLNicklisch,H.1934.S.10.

6Dニ ック リ ッ シ ュ に よれ ば,企 業 家 賃 金 や,自 己 資 本 の コス トで あ る配 当 は,利 益 で は な くて,

利 益 参 加 で あ る(vgl.Nicklisch,H.1923.s。1u.s.2.;参 照 。 岡 本人 志1977.208頁;吉 田 修 著 『ド

イ ツ経 営 組 織 論 」 森 山 書 店1976年66頁)。 また,生 産 途 中 の ロ スや,非 効 率 的 な 使 用 に よ る原

材 料 や 部 品 の 使 用 は,競 合 商 品 の 製 造 コ ス トを 上 回 る,コ ス トを 発 生 させ るが,こ れ ら コ ス トが

割 高 な販 売 価 格 と して 家 計 で 承 諾 され,回 収 され る こ と はな い。

㈹VgLNicklisch,H.1934.S.10.

㈱ 通 常,生 産 過 程 で は,注 文 生 産 以 外 で は,原 材 料,部 品,労 働 力,エ ネル ギ ーや 設 備 の 消 耗 な

ど に よ り生 ず る必 要 経 費 は,販 売 過 程 に よ る商 品 の 不 確 実 な 換 金 化 よ り も,時 間 上 で は,先 行 し

て 生 ず る。 ま た,換 金 の 可 能 性 と そ の 評 価 に よ る 販 売 収 入 を 決 定 す る 最 終 的 な 採 択

(Abstimmung)の 権 限 は,生 産者 で はな くて,消 費者 で あ る,家 政 に あ る。
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(Griff)に よ り限界 を上 回 って惹起 され る,経 済全体 の状況 での停滞(St6rung)か ら生

ず る。 また,こ れ ら停 滞 は,初 めて非常 に後 で生 ず るときには,調 整(Berichtigung)で

あ り,こ れが通常で ある。

このような状況 は,規 範的経営経済学 におけるのと同様 には,他 のところで は正確 に検

討 され ない6の。

第二 の場所で は,利 益が経営活動 との関係か ら考察 され るべ きで ある。 この場合,ま ず

最初 に思 い浮かぶ,問 題 は,次 のような内容で ある。す なわ ち,ど れが,あ る時間間隙で

の,経 営 活動 の成果(Erfolg)で あ るのか。 明 らか に,利 益 とい うことは誤 りで あろ う。

利益 は,本 質上で は,企 業家 の成果で ある。経営 の成果 には,協 働者 に支払われ うる金額

も含 まれ る。 これ と利益 が,一 緒 に,経 営成果(Betriebsertrag)を 形 成す る。 この経営

成果 によって,経 営か ら始 る,活 動 の流れが,完 全 な範囲で把握 され る。っ まり,経 営 に

よる,企 業家 の所得,協 働者 の所得で ある。 これが どれ程重要で あるのか は,企 業家利益

が高 め られ,こ れ によ り,投 資 のための十分 な資本が利用 され ることを意味す る,要 求 に

従え ば,特 に明 らか になる。 このような関係 の意義 は繁栄 した経済 に対 して は簡単 に過大

評価 される。 いずれにせよ,こ の よ うな問題 は最初 は二重(inzweiterLinie)に 生 ず る。

最初 の問題で は,経 営成果が,協 働者 に賃金 と報酬 の受取 りを満足 に与え る,部 分で,正

しく評価 され,正 しく配分 され るべ きで あるという,他 の問題が生ず る。全体経済 の所属

者 の 需 要 に 基 づ き,ど れ 程 の 要 求 が 有 効 に な り,そ の 結 果,こ れ が 国 民

(Volksgenossen)の 労 働 機会 を意 味す るのか は,こ の よ うな経営成 果 の分配 に左右 され

る。 この よ うな 最 初 の問 題 に 関連 して 初 め て,ま た,経 営 の 生 産 能 力 と資 本 投 下

(Kapitalinvestition)の 問 題 は意義 を獲得 す る。 これ に関連 して,必 要 な資本 の調 達 が,

企 業家 の利益 において のみ示唆 され るので はな くて,む しろ,金 融経済 の経営 の集積機能

(SammelfunktionderbankwirtschaftlichenBetriebe)〈 【筆 者補足】 金融機関 の資本 の

集積機能 〉によ り大 きな総額 はか き集 め られ る(zusammenbringen)。 しか し,こ の よう

な指摘 は,決 して,ま た,企 業家が 自己の給付 に対 して正当 な価格 を受 け取 るという,必

要性 を弱 めない侶励。

利 益 で はな くて,む しろ,経 営成 果 が経 営活 動 の 目的で あ る とい う洞 察(Einsicht)

は,個 々の経営が共同体で あ り,共 同体 の規則 に従 って活動すべ きで あるという認識 に基

づ いて いる。経営 に対 して経営成果 の正 しい分配 によ り繁栄 を導 くという考え は,全 体経

6のVgl。NicklischH。1934.S.10.

㈹VgLNicklisch,H.1934.S.10.11.
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済 は,全 体 の繁栄 によ り左右 され る,経 営 の共同体で あるという,類 似 した,他 の認識 に

さか のぼれ る眺

両者 は,規 範的経営経済学(normativeBetriebswirtschaftslehre)が 最 近20年 間 で基礎

付 け,展 開 した,認 識で ある6の㈱。

既 に この場 所で,金 儲 け論 とい う非難 は決定 的に拒否すべ き もの と して妥当す るため,

講 演 を中止す ることは可能で あろう。 しか し,冒 頭で は,企 業家 の立場か らの関係 の考察

が期待 されて いた。 これが今や更 に追加 して取 り上 げ られ るべ きで ある働。

lll

経済 は,常 に,需 要 す る人間か ら始 り,こ のよ うな人 間に立 ち戻 る。 このため,経 済 は,

常 に,欲 求充 足経済(Bedarfsdeckungswirtschaft)で あ る。経 済で の企業 家職能 は,需

要 を探知 し,そ の充足 を可能 に し,充 足が結果 と して生ず るように,資 産 と給付 を投入す

る ことにある。 この よ うな職能が退化 して い る。 経済 の分 業体制(Arbeitsteiligkeit)は

こ のための機会 を与え る㈹。分業体制 は,〈 【筆者 補足】受 け取 った 〉貨 幣総額 で,生 産

に関与 したすべて の者が,そ の欲求 を充足す ることを可能 にす るために,ど こかで使用 さ

れ る ものを,貨 幣 と引 き替 えに給付 す ることを必要 とす る。社会的生産(Sozialprodukt)

に対 して,そ の社会的生産で の給付 に参加 した者 に,分 配 され るべ き,貨 幣で,対 価 は生

ず るω。総 ての製 品の最 大の部分 を自 らの経営 で発生 させ,給 付者へ の分配 のための貨幣

において対価 ので きる限 り大 きな部分 を獲得す ることは,企 業家 にとり,重 要 な問題 にな

るように思われ る。 このような総額が大 きい程,彼 ら自身 にとりチャ ンス もより大 き くな

る。「多 い程,よ り多 くな る(Jemehr,destomehr)」 と い う命題 は,多 数 の実務 家(Praktiker)

6⑤Vgl.Nicklisch,H.1934.S.11.

⑳VgLNicklisch,H.1934.S.11.

㈹ ニ ッ ク リ ッシ ュ は,こ の 経 営 成 果 にっ いて,1938年 の 公 開 論 文 「新 しい ドイ ツ経 済 」 で は,「 経

営 給 付 と経 営 成 果 の 関 係 は経 営 全 体 の 関 係 で の 経 済 性 の 程 度 に対 す る唯 一 の 信 頼 で き る表 現 で あ

る」(Nicklisch,H.1938.s.271.右;参 照。 奥 田治 人訳1996.140頁)と み な す。

㊤9VgLNicklisch,H.1934.S.11.

ω ニ ック リ ッ シ ュ は,こ の 分 業 の本 質 に っ いて,1938年 の公 開論 文 「新 し い ドイ ッ経 済 」 で は,

「分 業 が 国民 経 済 の 至 る所 で 支 配 して い る。 分 業 は,あ る者 が使 用 す る モ ノ を,引 き替 え に,他

の 者 か ら獲 得 で き る た め に,他 の 者 が 使 用 す る モ ノ を製 造 す る こ と に本 質 が あ る」(Nicklisch,

H.1938。S.265.右;参 照 。 奥 田治 人 訳1996.126頁)と 述 べ る。

ω ニ ッ ク リ ッシ ュ は,自 給 経 済 と分 業 型 経 済 の 相 違 にっ いて,1938年 の 公 開 論 文 「新 しい ドイ ッ

経 済 」 で は,「 相 違 は,給 付 者 が,自 らが必 要 な もの を,す べ て の ヒ トの 給 付 か ら引 き替 え に購

入 す るた め,自 らの 給 付 と引 き替 え に,貨 幣 で 対 価 を 受 け取 る こ と にあ る」(Nicklisch,H.1938.

S.265.右 一S.266.左;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.126頁)と 述 べ る。 また,「 分 業 は,こ の よ う な創

造 経 営 と家 政 経 営 を 相 互 に対 立 させ,貨 幣 の 機 能 は,こ の よ う な肢 体 化 を可 能 に す る こ とに あ

る」(Nicklisch,H.1938.s.266.左;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.127頁)と 述 べ る。
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で は優 勢で あ る。 経済 は営利経済 と して営 まれ,こ の営利経済 は,欲 求充 足経済 に対 し

て幾分 対立 す る もの(Gegensatzlich)と み な され る。道 は,経 済 の 目的が,需 要 す る人

間 のよ り多 くで はな くて,む しろ,そ の背後で,彼 らに,常 によ り大 きなボ リームで,彼

ら自身 にと り望 ま しい分配 のチ ャンスを与え るために,継 続 して生ず る社会的生産 ので き

る限 り多 くの対価 を資金提 供者(Finanzleute)に もた らす,財 務 操作 の受 け取 りと支払

いを始 め させた。 このよ うな経済 の結果 は挫折 した。 挫折 は,主 に,経 済 全体で の調 整

(Einordnung)の た めの意欲 が欠 けてい るため,生 じた。大多数 の者 は限界 を認 めないが,

限 界 を越えれ ば,利 益獲得努力が全体 に損害 を与え,最 終的 には,ま た,損 害 を被 る恐れ

が ある。大多数 の者 は,生 き残 る(zurUckbleiben)こ とが許 され るとは信 じてお らないため,

良 く考 えないで,維 持 の原 則であ る100%の 限 界 を越 えて,手 を伸 ば し,危 険 にっ いて注

目せず,危 険 にっ いて注 目 しようと しないω。

また,こ の側 面 か ら,規 範 的 経営 経 済学 によ り事情(Ding)の 経 過(Ablauf)は 研

究 され,遠 慮 会釈 な しに,明 らか に され る。 規 範 的経営 経済 学 は,将 来 の企業 家世 代

(Unternehmergeneration)に,個 々の企業家 は経営共 同体 の肢体 で あ り,経 営共 同体 に

よ り,経 済全体 の肢体で あることと,経 済 を繁栄 させ るべ きとき,企 業家 は適切 に行動す

べ きで あることを教え る。 このような教育活動 は持続 され,わ れわれ は全力で教育 に再 び

献身す る㈹。

今や,私 の講演 の最後 の要約 と して,次 の命題が妥当す る。す なわ ち,

私 の解 説(AusfUhrung)は,経 営経 済学 は金儲 け論 に対立 す るもの(Gegenteil)で あ

るとい う証明 を もた らした。 それ は,経 営で の給付 を指導 し,こ れ により,最 高 の労働 の

機会 を発生 させ る,経 営成果 の配分 を育 む(erziehen),理 論(Lehre)で あ る。 これ に内

在 して いる結果 は,給 付 によ り国民 に再 びパ ンを与 え るとい う,国 民 の宰相(Volkskanzler)

の努 力 を支援す ることで ある叫㈲。

国民全体 の経済が病気 であ るとき,経 営 での価値 循環 とこれ ら経営 の相互の関係 で も,

経 済 は病気 であ る。健康 な状態 の促 進 のため に,経 営上 で の価値 循環 と,経 済全体 の範

囲 での価値 循環の調整 を良 く理解 し,経 済全体 の意 向を探 る(denPulsfUhlen),人 間 を

用 いれば,経 済 は再 び秩序付 けることが できる。 この ような人間 がまだ存在 しなければ,

ωVgl。NicklischH。1934.S.11.

㈹VgLNicklisch,H.1934.S.11.

ωVgl。NicklischH。1934.S.11-12。

㈹ こ の 点,1938年 の 公 開 論 文 「新 し い ドイ ッ 経 済 」 で は,「 管 理 さ れ た 経 済(gelenkte

Wirtschaft)の 目標 は,こ の 経 済 自体 で の,国 民 の 欲 求 の 充 足 で あ り,経 営 の収 益 性 で は な い 」

(Nicklisch,H.1938.s.270.右;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.137-138頁)と 述 べ る。
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大至急,だ れ かを訓練 し,経 済単科大 学が存在 しなければ,こ のよ うな大学 を積極 的 に

(beschleunigt)創 立 し,人 間 を このよ うな使命 の方 向に養成す るた めに,推 進す べ きで

ある。

しか し,経 営経済学 の攻撃者 は,自 らの攻撃者 の対象 を見付 けるために,十 分 に教育 さ

れ てお らない ビジネスマ ン(Geschaftsleute)が 活 動 す る,取 引関係(Kontor)に 入 り込

まなけれ ばな らない。彼 らはそこで既 に活動 して いるわれわれ を認 める。われわれ もまた

彼 らに心 よ り幸運(GIUck)を 期 待 してい る。 しか し,彼 らが獲 得 した結果 が,そ こで既

に戦 って きた者を ただ邪魔 す ることで なければ,良 い。 この よ うな結果 を 目論む ことは,

私 は,も ちろん,採 用 しない。 しか しまた,首 謀者(Urheber)は 指 導者 に この ような意

図 した もので ない結果 に対 して も責任 をと らせ るで あろう。

お わ り に

本稿 は,1934年 に 出版 された,ニ ック リッシュの小冊 子 「金儲 け論か?』(Pr面tlehre?,

Berlin1934.)に っ いて ほぼ全訳 の形 で紹介 しなが ら,検 討 した。検討 の結果 は,も ちろ

ん,「 経営経済学 は金儲 け論 と同一視 で きない」 とい うものであ る。 しか し,「 新 しい国で

の経営 経済学 の立 場 の適 切な判断 のた めの確 固 たる基礎 を ニ ック リッシュが与 え られ た

か」 は非常 に疑問で ある㈹。

ところで,ニ ック リッシュの小冊子 『金儲 け論か?』 で は,規 範的経営学 の特徴 とその

教育 目的 とい う2っ の重 要 なことを確認で きる。 この点,ま ず,「 一般 商事経営学』以 降,

正 確 には,1914年 以 降での,ニ ック リッシュの経営経 済学の特徴 を彼 自身 の言葉 で確認で

きる。 ここで,簡 単 に箇条書 きすれば,以 下のよ うになる。すなわち,第1に,価 値判断 を

含 むため,手 続 き論(Verfahrenslehre)で は な くて,解 釈論(Gesinnubgslehre)で あ る。

っ まり,技 術論ではな くて,規 範的経営経済学(normativeBetriebswirtschaftslehre)で

あ る。第2に,研 究 の 中心 に,企 業 家(Unternehmer)と 協 働 者 の間 で の経 営共 同体

(Betriebsgemeinschaft),特 に,経 営 の資産 と給付 に対す る主要 な責任者であるため,こ の

共同体の最 も重要な肢体(Glied)と み なされる,企 業家が置かれる。第3に,労 働 は,単 な

る商 品ではな くて,経 営共同体の設立,あ るいは,諸 力の補足のための補助手 段 とみなされ

る。第4に,個 々 の経 営 の共同体 よ りも,経 済 全体 と国民共 同体(Volksgemeinschaft),

ま た,個 々 の 経 営 の 効 用(Nutzen)よ り も全 体 の効 用 を 優 先 す る た め,営 利 経 済

q⑤Vgl。NicklischH。1934.Geleitwort
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(Erwerbswirtschaft)は,経 済 で 自立 した,か っ,独 立 した もので はな くて,欲 求充足経

済 の分業形式(arbeitsteiligeFormderBedarfsdeckungswirtschaft)と 捉 え られ る。第5

に,欲 求 充 足 経 済 に と り,要 求 す る人 間 が 出 発 点(Ausgang)で,か っ,最 終 目的

(Ende)で あ り,欲 求充足経 済の支配権を有す る者 であ り,た とえば,人 格 のな い,法 人

が全体経済や国民 に損害 を与え ることは放任 されえ ない。 そ して,第6に,経 済性 の問題

は全体経済 に根拠 があ り,収 益性 は経済性 を基礎(Grund)と して生 ず るため,収 益性 の

観点(Rentabilitatsstandpunkt)は,経 済性の要求の支配下 に置かれ る㈲。

また,ニ ック リッシュにと り,新 しい国 は,ド イツの国民が抱え る共通 した,社 会 ・経

済問題 を解決 して くれ る国で ある。具体的 には,失 業 と生活不安,そ の原因で ある 「過剰

生産」 と 「戦争 の危 機」 であ る幽。 この点,「 合理 化運動」 は,具 体 的に は,生 産 の機 械

化,自 動化 によ り行われ るが,こ れ は,ヒ トをモノ(機 械)に 取 り替え ることを本質 と し

て いる。当然,取 り替え られ た ヒ トは仕事,職 務 を取 り上 げ られ る。 しか も,機 械化や 自

動化 に よ り 「生産 性」 が向上 し,生 産量(供 給量)が 需 要量 を上 回れ ば,過 剰生産 が生

じ,売 れ残 りが発生 し,設 備 に拘 束 され た投下 資本 は,売 上代金 として,回 収 され ない。

これ を回避す るには,ヒ トを再教育 して,新 しい職務 を遂行で きるように しなけれ ばな ら

ない。 これ に関連 して,ニ ック リッシュは,独 立 した経 営 によ る分 業型経 済の問題 と し

て,「 す べて の人 間 の 自然 な権利,っ ま り,労 働 の権 利 は,困 難 な下 での み,実 施 され

る。 というのは,す べて の人間 には自 らのために労働が この世 にあるという事実が,分 業

型 の経 済で は簡単 に曖昧 にな るか らであ る」㈹と考え る。 このた め,教 育 して,第1に,

間 接 的 な関係 を洞察 す る能 力,第2に,肢 体 であ る ことの感 じ(GliedschaftsgefUhl)を

有 して,肢 体的 な意思 と肢体 的行動(Gliedschaftswollenund-handeln)を す る能 力,っ

ま り,共 同精神(Gemeinschaftsgeist)を 向上 させ る必要 がある6①。

おわ りに,ニ ック リッシュは,「 経済科 学者(Wirtschaftswissenschafter)に 妥 当す る

ことは,多 くの自然科学的 な関係が経済 に組み込 まれ るにっれて,経 済科学者 は,精 神科

学者(Geisteswissenschafter)と み な され る。 こ こか ら,彼 に とり,研 究 し,教 育 しなけ

れ ばな らない事実 に対す る限界が生ず る。彼 は,こ のような事実が生命 を与え る,関 係が

推移す るよ りも狭 く区切 った,事 実 に限定す ることはで きない。われわれが理解 したよう

に,労 働す る人間相互 の共同体 の問題 を考察せず に,分 業型 の労働 を行 い,理 解す ること

㈲Vgl。NicklischH。1934.S.7-8.

㈹vgl.Nicklisch,H.1938.s.266.右;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.128頁

qgNicklisch,H.1938.s.267.右;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.130頁

6①vgLNicklischH.1938.s.268.右 一s。269.左;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.133頁
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はで きないため,経 済科学 の研究 と理論で は共同体 の問題 を無視で きない。常 に,経 済的

な関 係,過 程 と状 態 で は,包 括 す る全 体 に対 す る連 帯(Zusammengeh6rigkeitzum

einemumfassenderenGanzen)の 問 題が問 われ る。 これが肢体 性の問題,ま さに,共 同

体 の問題 であ る。 だれ も,科 学的 な事実 のいわ ゆる洗練(Reinigung)の た めに,こ の問

題 を省 略す る ことはで きない」6Dと 述 べ る。 さ らに,「 これ は,経 済専 門学 校 によ り一 貫

して学 ぶ,後 継者 には特 に重要 であ る。常 に,こ のよ うな後継者 が活動 す る所 で は,彼

は,肢 体 と して,っ ま り,家 政,家 族 の肢体,経 営,経 営共同体 の肢体 と して,い ずれ の

場合で も,常 に,同 時 に,か つ,統 一 され た関係で,国 民,国 民共同体 の肢体 と して活動

しなけれ ばな らない」6陀 主張す る。 そ して,商 学士 の ビジネスマ ン(Diplom-Kau且eute)

と商 学 士 の教 員(Diplom-Handelslehrer)は,「 世 間知 らずで はな くて,む しろ,彼 らが

位置す る関係 と,彼 らが活動で果 たすべ き課題 を知 って いる者で ある。 それ にもかかわ ら

ず,世 間知 らず の実務家,っ ま り,全 く関係 を理解 してお らず,日 常的 な繰 り返 しにより

全 く洞 察せず に 結 合 したい,細 目(Einzelheit)の み を知 ってい る者 によ り,世 間知

らず と非難 され ることは回避で きない」⑬と考え る。

思 い起 こせ ば,国 民経済学,特 に,ミ クロ経済学 は,個 別経済体 を結合す る,3っ の市

場,っ ま り,商 品市場,労 働市場 と資本 ・金融市場で の,交 換過程 を分析 して きたが,失

業や過剰生産が発生 して いる現場 を直接検討す るので はない。失業や過剰生産 を発生 させ

て い る原因 は,個 別経済 体 の中にあ る。っ ま り,企 業 と家計 の中 にあ る。 このため,企

業,家 政 と政府 は,ブ ラ ック ・ボ ックスで,こ れ らの間で,ホ ワイ ト・アローで示 され る

取引が行われて いるとわれわれ は比喩 して きた。 その際,ブ ラ ック ・ボ ックスを検討す る

ものは,必 ず,「 分業型 の経済 システム」,「組織 」 そ して 「人 間」 の問題 に取 り組 まざる

を得 ない宿命 を負 って いる。

6DNicklisch,H.1938.s.272.左 一s.272.右;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.141頁

國Nicklisch,H.1938.s.272.右;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.142頁

㈱Nicklisch,H.1938.s.272.右;参 照 。 奥 田 治 人 訳1996.142頁
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